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エカフェ石油法制セミ

ナｰ

～とくに海洋開発と関連して～
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大陸棚石油資源に対する関心はここ10年間にひじょ

うに増大してきた.このことはエカフェにおいても例

外ではたく1966年にCCOP(アジア沿海鉱物資源共

同探査調整委員会)の誕生とたって現われた･同委員

会を通じて東アジア大陸棚地域に広域地球物理･地質

調査が実施されCCOP関係国の周辺大陸棚は石油

含有のポテンジャノレを持つものとして注目を集めるよ

うにたった.そしてこれら大陸棚の大半には石油鉱

区がかけられるに至った.

海洋石油開発活動を管理･運営することについてま

ったく未経験であるエカフェ地域の諸国はこのために

新しい法律の作成または既存の法律の改正を考慮する

必要にせまられている.エカフェ主催の各種会議やシ
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ンポジウムではこのためのセミナｰを開く必要性が論

じられてきたが今回昭和46年10月18目から25目の間

バンコクにおいて海洋開発と関連して石油法制セミナ

ｰ(以下セミナｰという)が開催されるに至った一

参加国は次のとおりであるが日本代表の出席がなか

ったことは惜しまれる･

オｰストラリア中国(台湾)フィジｰフランス

インドネシアクメｰル(カンボジア)韓国ラオス

マレｰシアオランダニュｰジｰランドノざキスタン

フィリピンベトナムシンガポｰノレタイン連英

国米国酉ドイツ(オブザｰバｰ)･そのほか国際機

関からUNDP世界復興･開発銀行(IBRD)WH
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○も加わった.

1.開会演説･議長

U.NYUNエカフェ事務局長は海洋石油開発に対する

政府･民間企業の関心カミ高まるにつれその活動を管理

･運営するための法律制定や政府機関職員の研修の必

要性を強調した.発展途上国は民間石油企業の参加

を促進し1.,かも国家利益を保護するためにも慎重に

石油法の制定を考慮して欲しい.大陸棚境界について

は合意に達した国々のあることはたいへん喜ばしいが

まだ合意に達していない政府間においても相互理解と

協力の精神のもとでできるだけ早い機会に交渉がまと

まることを要望する旨の開会演説を行たった･

ついで議長選出に移りタイ国鉱物資源局長SAMAN

BU趾YAs氏が議長にインドネシア代表W肌Rso氏お

よびマレｰシア代表Mo亘舳EDSALLEHB･A･MAJID氏

が副議長に選出された.

2.議事

以下に述べる各項目はエカフェコンサルタントとし

て選ばれた各ディスカッションリｰダｰがまとめた問題

の提起各国代表の説明･質問などを要約したものであ

る.

A.海洋塙油開発における科学･技術･経済的問題

石油法の起草にあたる者は石油産業の実際の業務に

ついて十分た理解を持っている必要カミある.この知識

を持つことにより現実的た法律を作ることができる･

このためには学術的研究実務の経験のほかに各国の

制度を調べたり産業界や国際機関だとのコンサノレタン

トに助言を求めている国が多い･つまり法律家や法案

起草者は地質･地球物理･石油工学･経済の専門家と

か計理士たちの協力を求め肢ければたらないのである.

石油のポテンシャルは大陸棚のみならずその先の大

;陸斜面ライズ深海底にまであるとみられ現在よ

り深海における探査･試錐技術の研究･開発がすすめら

れている.各国からは海洋石油開発において直面し

またコストの増大を招くいろいろた問題点があげられた.

これには気象条件波浪条件軟堆積物(試錐ヘッド

が沈む)やかたい岩盤の海底(錨がきかたい)だとの

海底条件位置決定の困難さ陸地からの距離水深

貯油層の深度法律上の問題税関入国に関する規定

たどがある.

セミナｰではCOnCeSSiOnが与えられてから商業生産

が確立されるまでの期間について考察が行なわれた.

この期間は2～3年という短い例もあったが新開地

では10年かかっても妥当であろう.この期間を縮めよ

うとすると必然的にコストの増大を招くことにたる.

海洋油田の生産設備のコストは上記その他のいろい

ろた要因に支配されている.エカフェ地域内にはこの

コストに関する統計資料がないが各種機械類を遠方か

ら運んでこなければたらないこと開発がまだ初期の段

階にあることたどから開発の進んでいる世界の他の地

域のそれに比べてはるかに多額のものになるであろう｡

海洋試錐に伴う海洋汚染防止の技術は進歩を続けてい

るカミさらに効果的規制を行たうためには民法･行政

法･刑法の罰貝1｣を適用することも必要であろう.

地震探鉱のエネノレギｰ源としては海洋生物に破壊的

影響をおよぼすダイナマイトに代わり各種の音波エネ

ノレギｰが使用されるようになった.また海洋リク

プラットホｰム貯油設備海底作業室などに対する改

良か引き続き行なわれている.

肥.宿泊探査･開発に対する基本方針と法制

各国の政策はさまざまであるがすべてその目的は

開発作業をできるだけ早く商業生産にまでもってゆき

しかも国益をはかることにある｡

多くの場合3種類の権利が石油資源の探査･開発地

域に対して与えられている.

第1は概査を行なうためのもので2～3年と短い期間の非独

占的権利

第2は精査およびテスト試錐の段階における独占的権利

第3は開発･生産段階のすべてを含む独占的権利である

第2の権利の期間は一般に5～15年であるかさらに

長い場合もある.しかしこの場合にはふつう5年ご

とにその地域の一部(50%)を放棄しある特定の面積が

残るまで続けられる.第3の権利は特定の長期間(30.

年位)あるいは産油が経済的に引合わたくたるまで有

効である.これら権利の発効に必要な条項はだいた

い基本鉱業法でカバｰされているが別個の石油法が確

立されている例もありこの方がとくに歓迎されている.

石油の探査･開発をすべて私企業にまかせている国が

多い.これらの国では十分た資金と技術能力を持っ

た国内合杜あるいは外国会杜に権利を与えている.外

国会杜に対してはとくにいろいろた誘致策(税金送

金･輸出の自由国有化からの保護)をとっている場合

が多い.

オペレｰタｰを選ぶには出願者の財政･技術的能力�
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がしっかりしておりしかも満足すべき作業計画を提出

したものを採用することが好結果を招いている.先願

主義の考え方は今ではあまり用いられていたい.

開発活動にあたっては油田開発の際当然守らねば

ならぬことを遵守しさらに環境の保全汚染防止に努

めることを強制するのが一般的慣習とたりつつある.

また野外における実務と行政の両面においてその国

民を訓練することを協定に含めておくことも必要である.

外部資本を導入するには投資家の安全が保護されてい

なければならたいがこの保証の内容についても論じら

れた.国営企業と私企業との間の契約関係(生産物分

与方式)のシステムについても関心が示されその実例

が述べられた.

海洋石油開発活動を管理するための包括的な法律を作

成するにあたり起草者カミ考慮したければ次らない事項

を略記したガイドラインが作業グルｰプによって作ら

れた.これは会議報告の付録4にのっている.

C.鉱物資源と関連した海底境界線

本間題はU.NYUN事務局長の演説やその後の討議に

おいても最も緊急な課題として取り上げられた.石

油ボナンシャノレのある重要た地域で境界か不定であっ

たりまたは関係国の意見が一致せずそのため開発調

査カミ延期されている例がしばしばみられる.

セミナｰでは大陸棚境界線設定に関する国際法につ

いての討議があった.境界を設定するにあたり海溝

や舟状海盆が間に含まれる場合あるいは小さた孤立し

た島がある時の基本線の取り方などについてしばしぱ見

解の相違カミ生じるカミこれが合意に達するうえでの困難

さを増している.

各国はそれぞれの国が持っている海底境界問題を調

査･決定するための機関を早急に設立するよう配慮すべ

きであるしまた適当た専門家をようした多国間境界

委員会のようなものを作る必要性などが述べられた･

海底境界線の不確定は海洋石油開発の妨げとなりひ

いては各国の経済発展の大きな妨げとたり得るのでそ

の解決のためただちに行動をおこすことが必要である･

D.海洋宿泊･ガス資源の探査･開発を促進するため

の政府のとっている奨励策

海洋石油資源の探査･開発はたいへんリスクをはら

んだ事業なのでこのための資本投資を誘うには法制

による奨励策が必要である.もし民間企業に石油開発

を任せたいと政府カミ考えているならば適当た奨励策を

とって外国資本を誘致し能力の十分ある会社に開発を

行なわせることが国益とたろう.エカフェ地域に企業

を引き寄せるためには地域外の国々がとっている奨励

策と少なくとも競合できるほどの条件を示さたければ

ならない.

その国の国家経済政策外資に対する国の態度政治

の安定性外国企業に対する差別の有無などは外国資

本の導入に影響を与えるし投資家の条件権利義務

の条項が法律で規定されていれば石油企業がその国で

活動を行たうか否かをあらかじめ考慮する上に役立つ

だろう.

奨励策の内容(探査活動の助成金オペレｰタｰの権

利･義務基礎資料の準備輸入特権外貨交換本国

送金入国便宜国有化への保証補償だと)について

各国の政策が示された.

産業界の立場からは投資金額が正当に回収できるこ

とを保証した条件および期間の安定性が一番強い誘因と

なることが示された.

セミナｰでは各国がメンバｰとたった地域機関(附

giOna1レ0dy)を設立することカミ提案された.この機関

はCCOPと似た形のものでそれ自身または私企業と

共同して選ばれた特定の地域で強力た探査活動ぎらに

は開発活動まで行なおうというものである.この考え

方はすでにアジア開発銀行あるいはメコン開発プロ

ジェクトに生かされている.しかし現在隣接各国の

支配下におかれている大陸棚のどこにその活躍の場所

を求めるかが解決される必要がある.

亙.;百油およびガスによる政府の収入

石油資源の開発により政府の収入は増大しよう.

その形･内訳は政府のとっている開発基本政策によっ

てさまざまである.エカフェ地域の例でみると
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ボｰナス:協定にサインした時およびあるいは生産が

ある一定量に達した時に支払われる.しかしこれを多

額に請求することは企業の探査資金を減少させまた小

さくともしっかりした企業の参加意欲をそいでしまうおそ

れがある.

借地料(surfacer㎝ta1):主要な収入源とは考えられて

いない.

ロイヤルティ:エカフェ地域内の海洋鉱区では0～13

%である.ある国々では産出率または油井までの距離

によってこの率が変化する.

所得税:税率は32～50%であるが課税所得の計算方法

はさまざまである.

配当�



』`)リｰ

ロイヤノレティや所得税を計算するために実際あるい

は市場価格より高い公示価格をもうけている例があるが

これは企業のコストを非常に増大させることになる｡

また産出能力の高い中東地域で実施されている権利

協定と類似の政策をとっている国があるがこれは非現

実的なものに思われる.というのは本地域のように

小～中規模の産出量を持つ油田の開発は直接収入σ)程

度にはかかわりたくそれ自身が国の石油自給政策を促

進し国内産業の発展を助長するなど国の発展に欠き

た利益をもたらすからである.ある国々では経済的

開発が困難とみられる油田について借地料およびま

たはロイヤルティの軽減をはかっていることが報告され

た.

私企業との間に結ばれる財政的条件は各国がとって

いる石油開発の基礎政策とは関係たく現実的なものでな

けれぱならない.これらの協定は企業の大きな危険

投資を公正につぐなえるものであり政府に収入その他

の面で利益をもたらすと共に探査活動を助長し発見

された資源が経済的に最大限生かされるよう計画･管

理され得るものであることカミ必要である.

亙.海洋石油およびガスの輸送･貯蔵に関する法的見

地

海洋汚染の危険の多くは既知の技術でも除去できる

かある程度は減らすことカミできる･世界経済が石油

エネルギｰに頼っている限り少々の汚染の危険はいた

しかたたいとの見解カミ示された.

長期にわたる汚染の影響に関する現在の知識は不備で

あり産業界･政府の強力た研究が必要であると共に

国際的活動もかかせたい.汚染に関する国際協定だ

とえば大陸棚会議(1958)公海会議(1958)海洋石油

汚染防止会議(1954)だとは国際監視機構や強制機構

がたいため効果的たものではたくたってきている.手

のようだ機構を確立し石油輸送に伴う汚染被害の民間

責任を問おうとしているIMCO(Inte工唱｡vemmenta1

MaritimeConsu1tativeOrgani･ation)の最近の活動が報

告された.

国際協定ができるまでは北海地域たどでみられる解

決例がその他の地域にとっても参考とたろう.

エカフェ地域内外のいくつかの国々では海洋安全と

油田開発を支配するための効果的た規定を考慮中である

かあるいは確立している.これらの規定は他の諸国

にとってもモデルにたろう.これら規定は常に経験に

基づいて再検討されたげればならたいしまた効果的た

管理も必要である.

G.海洋宿泊･ガスの探査･評価･開発の管理に関す

る政府の権限

エカフェ地域内では各国政府が上記の権限を持って

いることが明らかにされた.

石油産業活動の監督にはその法律の運営に責任を持

った政府関係機関があたっている.これら機関は政

治的圧力･妨害からできるだけ自由でなければたらない

しまた監督にあたっては国の利益を保護すると共

に効果的た企業活動を保証し資源と環境保全のため

ある程度の自由裁量が許されなければならない.

エカフェ地域内には国営石油会社を創設している国

がある.この会社は政府に対してその国固有の石油

資源の探査･開発について責任を持っている.初期の

頃には機器の不備や人材の不足から不利益をこうむっ

たこともあったカミこの欠陥はしだいに克服されつつあ

る.セミナｰでは鉱物資源の権利･開発に関する州

政府と連邦政府との関係石油開発活動に関する法律の

執行･行政･管理権を司る政府機関内の組織についての

報告があった.

エカフェ地域内の多くの国々には関係政府機関に訓

練された技術職員の少たいことやこのため生じる重要

た問題が存在している.この問題を解決するには経

験国から専門コンサノレタントを送り助言サｰビスとカ

ウンタｰパｰトの訓練を行なったりさらに必要であれ

ば各国の要請にすぐ応じられるようた専門家チｰムの

編成集団研修コｰス(とくに石油開発作業と安全対策

に関する検査官のためのもの)の組織などが有効と考え

られる.

(付記て)

本会議に提出された資料は上記の各項目についてエカフェ

事務局のまとめたもの11(I&NR/PL/1～11)と各国政

府から提出された参考資料30(I&NR/PL/C,R.Paper

1～30)がある.会議報告を含む全資料(Paper26,27を除1

く)は地質調査所海外地質調査協力室に保管されているが

その標題だけ抜き書きしてみると次のとおりである.

配布文書リスト

PL/1:エカフェ地域発展途上国における石油資源開発に関

連した政府政策立案の決定要素

2:エカフェ地域における大陸棚協定とその効力

3:石油法制に必要な基本条項

4:海津地域における石油探査･開発に伴う環境閑魑

5:海洋石油資源開発の奨励策

6:石油探査･開発から得る政府の収入

7:石油探査･開発における政席の権限

8:沿岸国間の海底境界

9:海洋石油･ガスの貯蔵･輸送に関する法的見地�
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10:海洋石油開発における科学･技倣･経済的間魑

1!:海洋石油鉱区の境界

PaPer1:オランダ鉱業法捌(大陸棚)

2:1仕界の鉱業･布油法要約

3:米国連邦石油法制

4:フィジｰの石油探査政策および法制

5:度化水素に関する特別条項一クメｰル

6:鉱業権認11∫H一クメｰル

7:一般的保証一クメｰル

8:鉱業活動における財政制度法一一クメｰル

9:パイプラインによる炭化水素の輸送一クメｰル

10:鉱業探査･開発の行政的監督一クメｰル

11:国の主権内およびそれを越えての海洋有油資源開発

に関する法的見地

12:オｰストラリアにおける石油･天然ガスの探査･評

価･開発を支配している現基本方針

13:海洋石油法制の要約一オｰストラリア

14:オｰストラリアおよびパプアニュｰギニアの有拙

法制要約

15:オｰストラリアにおける石油の探査･開発促進のた

めの政府奨励策

16:石油･ガスからの政府収入山オｰストラリア

17:タイ国における石油法制および政策の一般報告

18:中国(台湾)の当面の鉱業法

19:海洋石油探奪･評価･開発を支配している石油･ガ

ス法制の考察一韓国

20:韓国における海底鉱物開発法の体系

21:中国(台湾)の鉱業法要約

22:インドネシアにおける石油･天然ガスの探査･評価

･開発を支配している塊茎木政策

23:でンドネシアσ)鉱葉法

24:i政府規定インドネシア領海

iifンドネシァ大陸棚に関する政府声明

iii蜘:｣=規定鉱物分類

25:ニュｰジｰランド不油法制

26:でンドネシア法律No.8

27:ベトナム石油法No.011171)

28:ソ連不湘･ガス法制の基本原貝日

29:石油探査鉱業権脊および外国会たllに対して考嵐1･σ)

]般ガイドライン]フィリピン

30:海洋石油･ガスの探査･･開発管理に関する政

府の権限一インドネシア

(付記2)

本会議のレポｰトの付録4には石油法制起草σ)際に考慮さ

れるべき条項のガイドライン(チェックリスト)というものが

あげられている.その大項目のみを列記すると次のとおりで

ある.
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･規則;行政機関一4項1一

鉱物認可のタイプｰ3項目

探査の権利一7項目

開発と生産の権利一9項目

運搬と精製の権利一2項目

財政上の規定一14項目

一般的規定一16項目

執行契約終結および紛争解決一5項目

(筆者は燃料部

CCOP技術事務局の専門家としてエカフエヘ派遣中)
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…地殻の堆積岩の15-20%を占める炭酸塩岩の研究は

1最近の15年間で飛躍航進歩をとげた･炭鱗岩はい

…うまでもたく出発物質となる炭酸塩堆積物が続成過程

三を経て生成される.したカミって現世炭酸塩堆積物を

ξ天然の環境下で研究することが不可欠である.

草本書は最近の炭酸塩堆積物(岩)についての研究の集

ξ大成ともいうべき内容をもちとくに電子顕微鏡技術を

;駆使した堆積物の微細構造をこれほど豊富に記載したも

ξのは他に類をみたい.堆積学に興味をもつ研究者に一

言説をおすすめする.

三本書と同じシリｰズの第9巻(A,B)CARBONATE

ξROCKSを併読されれば炭酸塩岩研究の現状を把握さ
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れることであろう.

<主要内容>

第!･2章堆積物粒の微構造

第3･4章現世炭酸塩の堆積環境

第5章現世炭酸塩の藻構造

第6章化学的考察

第7章｡δid,Piso1ite,9･apestoneの成長

第8章陸水による続成作用

第9章海底における続成作用

第10章膠結作用

第11章加圧溶液

第12章続成過程における新生産作用

第!3章現世ドロマイト
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